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2021年 7 月 16 日 
株式会社野村総合研究所 

 

新型コロナでシフト減のパート・アルバイトの 

2 人に 1 人が「新型コロナ流行以降シフト減が続く」 
〜ポストコロナも見据え、働き手を求める産業への就業移動支援が急務〜 

株式会社野村総合研究所（本社：東京都千代田区、代表取締役会長兼社長：此本 臣吾、以下「NRI」）
は、昨年 12月、今年 2 月に続き 1、5月 25 日から 5 月 29 日の間に、全国 20～59 歳のパート・アルバイ
ト就業者（以下「パート・アルバイト」）男女合計 67,684人と、そのうち新型コロナウイルス（以下「新
型コロナ」）感染拡大の影響により新型コロナ前と比べてシフトが減少している人（以下「新型コロナでシ
フト減のパート・アルバイト」）男女合計 6,232人を対象に、就業や生活の実態および今後の意向に関する
インターネットアンケート調査を実施しました。調査から得られた主要な結果は、以下の通りです 2。な
お、新型コロナに影響を受けたパート・アルバイト就業者の数は女性に多いことから、女性の分析結果を
中心に紹介します。 
 

■5 月の実質的失業者、依然として全国に 100万人以上 
 パート・アルバイト女性のうち約 3割（27.3%）が、「新型コロナ前と比べてシフトが減少している」と
回答し、そのうち「シフトが 5 割以上減少している」人の割合は 44.4%（パート・アルバイト女性全体の
12.1%）でした（図 1）。 
パート・アルバイト男性のうち「新型コロナ前と比べてシフトが減少している」人は 3 割強（34.9%）

で、そのうち、「シフトが 5割以上減少している」人の割合は 46.1%（パート・アルバイト男性全体の 16.1%）
でした（図 1）。 
パート・アルバイト男女いずれも、「新型コロナ前と比べてシフトが減少している」人の割合とそのうち

「シフトが 5割以上減少している」人の割合は、今年 2 月の調査結果から大きな変化はありませんでした
（図 2）。 

なお、これまでと同様に、パート・アルバイトのうち、「シフトが 5 割以上減少」かつ「休業手当を受け
取っていない」人を「実質的失業者」と定義し、今回の調査結果および総務省「労働力調査（2021年 4月
分）」3を用いて推計したところ、2021年 5月時点で、全国の「実質的失業者」は、女性で 92.2万人、男
性で 39.6万人にのぼりました。新型コロナ感染拡大の影響を受けて、実質的失業状態にあるパート・アル
バイトが依然として 100万人以上いると推察されます。 
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■シフト減パート・アルバイトの 2 人に 1人が「新型コロナ流行以降シフト減が続く」 
新型コロナでシフト減のパート・アルバイトのおよそ 2 人に 1人（女性 46.8%、男性 47.9%）が「新型

コロナ流行以降、ずっとシフト減の状態が続いている（以下、新型コロナ以降シフト減が続く）」と回答し
ました（図 3）。また、新型コロナ以降シフト減が続く人のうち約 7割（女性 68.2%、男性 68.9%）が「休
業手当もなく、休業支援金を申請していない」と回答しました（図 4）。なお、新型コロナ以降シフト減が
続く女性の 2人に 1 人（52.5%）が新型コロナの影響を受ける前の世帯年収が 400 万円未満だったと回答
しました（図 5）。女性のパート・アルバイトにおいて収入の減少が続いていますが、そのことが世帯の家
計に与える影響が小さくない様子がうかがえます。実際、新型コロナ以降シフト減が続く女性の 8 割強
（84.6%）が「世帯年収が減少した」と回答し、そのうちおよそ 3 人に 1人（32.7%）は「世帯年収が 5割
以上減少した」と回答しました（図 6）。同様に、7 割強（75.0%）が「世帯の貯蓄総額が減った」と回答
し、そのうち 42.1%が「世帯の貯蓄総額が 5 割以上減少した」と回答しました。 
新型コロナ感染拡大の影響を受けたシフト減の長期化が浮き彫りになりました。また、シフト減が長期

にわたる人を含む世帯の多くで、世帯の収入や貯蓄が減少している実態もうかがえました。 
 

■仕事探しが長期化。一方、無収入期間がネックとなり求職を開始しない人も 
新型コロナでシフト減のパート・アルバイトのうち、「新しい仕事を探したい」と回答した人は、女性で

54.3%、男性で 64.7%にのぼりました（図 7）。「実際に新しい仕事を探している」と回答した人は、女性
で 16.1%、男性で 24.3%でした（図 7）。 

実際に新しい仕事を探している人に求職期間を聞いたところ、男女いずれも 2 割超が「6 か月またはそ
れ以上」と回答しました（図 8）。新型コロナでシフトが減り、新しい仕事を探している人の一部で、求職
活動が長期化している様子がうかがえます。 
一方、新しい仕事への転職希望があるにもかかわらず、まだ仕事探しを始めていない人の約 3 割（女性

30.7%、男性 29.6%）が、その理由として「収入が得られない期間ができると困るから」と回答しました
（図 9）。 

 

■「新しい仕事を探したい」人の 8 割が、現在と異なる職種を希望または許容 
また、新型コロナでシフト減のパート・アルバイトのうち、新しい仕事を探している女性の 4 人に 1

人（26.5%）、男性の 3 人に 1人（37.6%）が「応募しても採用されない」と回答しました（図 10）。 
一方で、食料品や日用品などを販売する小売業、デリバリーや持ち帰りを中心としたフードビジネス、

運送業、医療・福祉関連業など、コロナ禍で求人が増えた、または減らない業種・職種もあります。この
ことから、新型コロナでシフト減のパート・アルバイトが探す仕事と、働く人を求めている仕事とにミス
マッチが生じている可能性がうかがえます。 
なお、新型コロナでシフト減のパート・アルバイトのうち、「新しい仕事を探したい」と回答した人のう

ち、「現在と異なる職種の仕事に転職したい」人は、女性で 21.6%、男性で 20.5%でした（図 11）。「どち
らでもよい」と「できれば現在と同じがよいが、異なる職種の仕事でもよい」を含めると、現在と異なる
職種への転職を希望または許容する人は、女性で 80.9%、男性で 76.1%と高い割合でした（図 11）。 
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■ポストコロナも見据え、働き手を求める産業への雇用移転支援が急務 
ワクチン接種などによって新規感染が抑制できた国々では、社会経済活動の段階的な回復が見られ、ワ

クチン接種が始まった日本でも、近い将来に社会経済活動が回復し、雇用の改善も期待されます。しかし
ながら、変異ウイルスの出現や人流増加などによる感染再拡大リスクは未だに高い状況が続いています。
新型コロナ感染拡大以降シフト減の状態が続き、生活困窮や経済的不安が長期化している人には、新たな
場で就労収入を得て生計を再建・維持できるよう、働き手を求める産業・職種などへの就労移動（転職）
を促すための支援策の拡充が急務だと考えます。 
なかでも、新型コロナによって雇用に大きな影響が出たパート・アルバイト女性の中で希望する人の就

業移動を実現させ、女性の雇用と収入の安定化を図ることは、コロナ禍のみならず、経済活動の回復で再
度深刻化する人手不足への対応としても、また、増加するひとり親、単身女性ならびに女性も働き家計を
支える共働き世帯等が、自ら生計を維持していく上でも喫緊の課題と考えられます。 
（次頁へ続く） 

 
 
1 昨年 12 月調査及び今年 2月調査の結果については、下記を参照ください。なお、昨年 12 月調査の調査は、パート・ア
ルバイトの女性のみです。 

【昨年 12 月調査の結果】 

第 302 回メディアフォーラム（2021年 1 月 19 日発表） 

コロナ禍で急増する女性の「実質的休業」と「支援からの孤立」 

～コロナでシフト減のパート・アルバイト女性を対象とした調査結果の報告～ 

https://www.nri.com/jp/knowledge/report/lst/2021/cc/mediaforum/forum302 

 

【今年 2 月調査の結果】 

第 305回 NRI メディアフォーラム（2021年 3 月 4 日発表） 

なぜ「実質的休業」に支援の手が届かないのか 

～速やかな経済的支援と円滑な労働移動支援を～ 

https://www.nri.com/jp/knowledge/report/lst/2021/cc/mediaforum/forum305 

 
2 本資料に記載の構成比は、小数点以下第 2 位を四捨五入しているため、合計しても必ずしも 100 とはならない場合や内
訳の計と合計が一致しない場合があります。 

 
3 「実質的失業者」の出現率に年齢による差がないと仮定し、 20～59 歳のパート・アルバイト女性を対象とした本アン
ケート調査より推計した出現率と全てのパート・アルバイト女性の人数（総務省「労働力調査（2021年 4 月）※推計時
最新」）を使用して推計してします。 
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図 1：新型コロナ前と比べたシフトの変化 【パート・アルバイト就業者、男女別】 

 

 
出所：NRI「パート・アルバイト就業者の実態に関する調査」（2021年 5月） 

 

図 2：新型コロナ前と比べたシフトの変化 【パート・アルバイト就業者、男女・調査時期別】 

 
 

出所：NRI「パート・アルバイト就業者の実態に関する調査」（2021年 2月、2021 年 5月）、 

 NRI「パート・アルバイト女性の実態に関する調査」（2020 年 12月） 
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図 3：新型コロナ流行以降のシフトの減少状況 【シフト減パート・アルバイト、男女別】 

 
出所：NRI「コロナによる休業・シフト減のパート・アルバイト就業者の実態に関する調査」（2021年 5月） 

 

図 4：休業手当受け取りと休業支援金申請の状況 

【新型コロナ以降シフト減が続くパート・アルバイト、男女別】 

 

 
 

出所： NRI「パート・アルバイト就業者の実態に関する調査」（2021 年 5月） 
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図 5：新型コロナの影響を受ける前の世帯年収（2019年の世帯年収） 
【新型コロナ以降シフト減が続くパート・アルバイト女性】 

 
 

（注）「分からない／答えたくない」と回答した人（N=466）を除いて集計 

出所： NRI「パート・アルバイト就業者の実態に関する調査」（2021 年 5月） 
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図 6：新型コロナ以前と比べた世帯年収（月収）の変化（2019年の世帯年収） 
【新型コロナ以降シフト減が続くパート・アルバイト女性】 

 
 

（注）「分からない／答えたくない」と回答した人（N=161）を除いて集計 
出所： NRI「パート・アルバイト就業者の実態に関する調査」（2021 年 5月） 

 

図 7： 今後の就労についての意向 【シフト減のパート・アルバイト、男女別】 

 
 

出所：NRI「コロナによる休業・シフト減のパート・アルバイト就業者の実態に関する調査」（2021年 5月） 
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図 8： 新しい仕事を探している期間 
【シフト減のパート・アルバイトで新しい仕事を探している人、男女別】 

 
 

出所：NRI「コロナによる休業・シフト減のパート・アルバイト就業者の実態に関する調査」（2021年 5月） 

 

図 9： 新しい仕事を探さない理由 
【シフト減のパート・アルバイトで新しい仕事を探したいと思っているが 

まだ仕事を探していない人、男女別】 

 
 

出所：NRI「コロナによる休業・シフト減のパート・アルバイト就業者の実態に関する調査」（2021年 5月） 
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図 10： 新しい仕事を探す上で苦労していること 
【シフト減のパート・アルバイトで新しい仕事を探している人、男女別】 

 
 

出所：NRI「コロナによる休業・シフト減のパート・アルバイト就業者の実態に関する調査」（2021年 5月） 

 

図 11：現在と異なる仕事への転職意向 
【転職希望ありのシフト減のパート・アルバイト、男女別】 

 
                   

出所：NRI「コロナによる休業・シフト減のパート・アルバイト就業者の実態に関する調査」（2021 年 5 月） 
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【ニュースリリースに関するお問い合わせ】 

株式会社野村総合研究所 コーポレートコミュニケーション部 玉岡、竹尾 

TEL：03-5877-7100 E-mail：kouhou@nri.co.jp 
 
【本件調査の担当】 

株式会社野村総合研究所 未来創発センター 武田、梅屋 

 

 

【ご参考：調査概要】 
＜調査 1＞ 

【調査名】「パート・アルバイト就業者の実態に関する調査（2021年 5 月）」 
【調査時期】2021年 5月 25日～5 月 29日 
【調査方法】インターネットアンケート 
【対象者および回答数】 
全国の 20～59 歳で、パート・アルバイト就業者 67,684人 

（内訳：女性 59,518 人、男性 8,166人） 
※ 調査結果の数値は、総務省「労働力調査（基本集計） 2021 年 4 月分結果」に基づき、パート・アルバイト就業

者の性年代（10 歳刻み）別の構成比に合わせてウエイトバック処理を行っています。なお、図中には、実際に
回収したサンプル数を記載しています。 

※ コロナの影響によって全くシフトに入っていない状況であっても、雇用が継続されている場合は対象者に含み
ます。自身の新型コロナウイルス罹患やその他自己都合による休業は、本調査の「休業」に含まれません。 

 
＜調査 2＞ 
【調査名】「コロナによる休業・シフト減のパート・アルバイト就業者の実態に関する調査 
（2021年 5月）」 
【調査時期】2021年 5月 27日～5 月 28日 
【調査方法】インターネットアンケート 
【対象者および回答数】 

＜調査 1＞回答者のうち、新型コロナウイルス感染拡大の影響でシフトが減少している人 6,232人 
（内訳：女性 5,150人、男性 1,082人） 
※ 調査結果の数値は、＜調査 1＞で把握した新型コロナによってシフト減が生じたパート・アルバイト就業者の性

年代（10 歳刻み）別の構成比に合わせてウエイトバック処理を行っています。なお、図中には、実際に回収し
たサンプル数を記載しています。 

※ 自身の新型コロナウイルス罹患やその他自己都合による休業・シフト減は、本調査の「休業」や「シフト減」に
含まれません。 

※ ＜調査 2＞の回答者は、＜調査 1＞の回答者のうち新型コロナによってシフト減が生じていると回答した人全て
ではありません。 
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